
２－３．新規要求事項等

１ 新世代下水道支援事業制度の拡充

○東日本大震災の被災地において、新エネルギー対策を推進するため、下水処
理水等を利用した小水力発電、水処理施設等を利用した太陽光発電の整備を
図る。

発電機

小水力発電 太陽光発電

（百万円）

平成２４年度
予算額

平成２３年度
予算額

対前年度
倍率

うち
日本再生

うち
全国防災

＜国土交通省＞ 重点化措置

下水道 5,903 1,164 0 11,261 0.52 

社会資本整備総合交付金
(1,804,000)※
1,585,760※

92,000※ 146,230※ 1,753,870※
(1.03)
0.90 

※下水道分は本数値の内数

下水道関係予算

・上段（ ）書きは、対前年度との比較を容易にするため、内閣府計上の地域自主戦略交付金等
に移行した額218,240百万円を加えた場合の計数である。

■復興庁計上の東日本大震災復興交付金の平成２４年度全体額は、286,760百万円である。

■内閣府計上の地域再生基盤強化交付金の平成２４年度全体額は、61,900百万円（全国防災を
含む）である。 （平成23年度 62,000百万円 対前年度倍率1.00倍）



○管路の維持管理等を効果的、効率的に進めるため、効率的な新技術の有効性・
経済性の検証等を実施し、管路における点検調査・診断、修繕を組み合わせた
効率的・先端的な管理手法を確立し、民間活用の促進を図る。

ＩＣＴによる統合管理
（イメージ）

新技術を活用した効率的な管路調査
診断（老朽化等の調査）

民間活用のための下水道先端的管理手法実証事業に関する調査３

○下水汚泥のエネルギー利用、下水熱利用等に係る革新的技術について、国が主体となっ
て実規模レベルの施設を設置し技術的な検証を行い、ガイドラインをとりまとめ、民間企業の
ノウハウ、資金を活用し全国へ展開する。

民間活力による創エネルギー対策（下水道革新的技術実証事業）
約２９億円（うち「日本再生重点化措置」約１２億円）

２
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H24年度実証範囲

熱

消化槽加温等

高効率栄養塩除去

高効率栄養塩除去

低コスト
下水熱利用

（平成23年度）
・高効率固液分離
・高効率ガス回収
・高効率ガス精製
・高効率ガス発電
（平成24年度）
・低ｺｽﾄ固形燃料化
・低ｺｽﾄ下水熱利用
・高効率栄養塩除去
（リン回収を含む）

（平成23年度）
・高効率固液分離
・高効率ガス回収
・高効率ガス精製
・高効率ガス発電
（平成24年度）
・低ｺｽﾄ固形燃料化
・低ｺｽﾄ下水熱利用
・高効率栄養塩除去
（リン回収を含む）

実証事業の実施実証事業の実施

・建設コストを縮減
・再生可能・未利用エネルギー等
を有効利用（下水熱利用や
固形燃料の石炭代替等）

・建設コストを縮減
・再生可能・未利用エネルギー等
を有効利用（下水熱利用や
固形燃料の石炭代替等）



○世界の水ビジネス市場に対して、我が国が培ってきた政策・技術を核とした水インフ
ラを海外展開するための施策を展開する。

政策と技術のパッケージによるプロジェクト形成

¾「プロジェクトの上流部分の下水道政策」と「政策を実現するための日本の優位技術」を
組み合わせたプロジェクトを形成。
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流入下水
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膜処理技術

炭化汚泥

エネルギー化技術

消化ガス発電

我が国の優位技術の例

更生工法推進工法

ユニット型水処理技術

プレハブ式
オキシディーションディッチ法

管渠の非開削技術

ベトナム建設省との覚書締結式

（於：ハノイH22.12月）

政府間の覚書に基づきプロジェクト を形成し、
ト ッ プセールス等を通じて提案

サウジアラビア水・電力省との
覚書締結式

（於：リヤド H23.9月）

日本版ハブ(国際展開拠点)
構想の推進

水ビジネス海外展開に係る産学官の個々の
取り組みを、 国と地方公共団体の連携強化
のもと、 総合的に発信するための拠点とし

て、 日本版ハブ構想を推進。

下水道分野は、日本が国際的なKnowledge Hubとして承認

サニテーション（日本）

国際優位技術を活用した
下水道システムの戦略的な国際標準化

¾「国際標準化戦略アクションプラン
（H23.3月知的財産戦略本部決定）」に基づく、
下水道分野の 国際標準化の推進

平成23年3月、 政府の知的財産戦略本部が
「 国際標準化戦略アクショ ンプラン」 を決定。

○再生水利用システム(水質基準など） ( I SO/PC253 )
○アセッ ト マネジメ ント システム( ISO/TC224 , PC251 )
○クライシスマネジメ ント ( I SO/TC224 )

国際標準化の取り組み分野

TC224
アセッ ト マネジメ ント

（ 於ウィ ーン H23 . 3月)

TC224

クライシスマネジメ ント
（ 於ボン H22 . 11月)

下水道分野の水ビジネス国際展開４


